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１ 　はじめに

2007年 8 月28日，厚生労働大臣告示「社会福祉事業に従
事する者の確保に関する基本的な指針」（平成19年 8 月28日
厚生労働大臣告示第289号）（以下，「新・指針」）が改定され
た（1）。

日本の人口の高齢化に伴い介護のにない手が不足してい
ること，また，現在において，介護労働者の過酷な労働，
賃金水準・社会的地位の低さにより離職率が高く，現場で
は慢性的な人手不足を招き，サービスを利用する人への人
権侵害的な事件までが起きていることは周知のことである。

このような状況をかんがみ，政府・厚生労働省（以下，「厚
労省」）は，人材の確保に向けて，1993年大臣告示の「社会
福祉事業に従事する者の確保に関する基本的な指針」（平成
5 年厚生省告示第116号）（以下，「旧・指針」）を廃止し「新・
指針」を告示した。「旧・指針」告示から早10年余経ち，今
回の改定にいたったわけではあるが，この間，社会保障「構
造改革」が強硬に推し進められ，介護保険法（2000年），改
正介護保険法（2006年）が導入され，介護労働者の労働環
境も大きく変容してきている。

小論では，「新・指針」の報告と，その具体的内容が介護
労働者・福祉関係職種に対する，労働者としての労働・生
活条件を保障するものになっているのか，そしてすべての
国民が安全で安心して暮らすことのできる基盤整備につな
がっているのかという点について検証を試みた。

２ 　基本指針とは

介護を含め社会保障のにない手については，さかのぼる
こと1960年代からその劣悪な労働条件，低い賃金水準や社
会的地位により，慢性的な人手不足は大きな問題となって
いた。政府は，1991年 3 月厚生省保健医療・福祉マンパワ
ー対策本部の中間報告を示し，人材確保に向けての「マン
パワー政策」を展開していく。1993年に「看護婦等の人材
確保の促進に関する法律」（平成 4 年 6 月26日法律第86号）

（以下，「看護婦等確保法」），「介護労働者の雇用管理の改
善等に関する法律」（平成 4 年 5 月27日法律第63号）（以下，

「介護労働者法」）を単独法として立法化している。「社会福
祉事業従事者」については，「社会福祉事業法及び社会福祉
施設職員退職手当共済法の一部を改正する法律」（平成 4 年
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6 月26日法律第81号）において規定され，社会福祉事業法
第 7 章の 2 「社会福祉事業に従事する者」（以下，「福祉人
材確保法」）と題する一章を加え，その具体的方策として

「旧・指針」を告示したのである。
看護婦等確保法，介護労働者法，福祉人材確保法と各基

本指針は，「80年代の臨調・行革路線のなかでの社会保障「再
編」の一翼を担うものとして90年代に入り登場」してきた具
体的施策であることを忘れてはならない（2）。
「福祉人材確保法」における「旧・指針」は，国民のボラ

ンティア参加を促す「国民の社会福祉に関する活動への参
加を促進を図るための措置に関する基本的な指針」（以下，

「国民参加指針」）と並列して策定・告示されているところ
に大きな特徴があるといってよい。「国民参加指針」につい
ては，今回，新たに告示はされてはいない。しかし，「新・
指針」のなかには，国民の「ボランティアへの参加の促進」
や「国民の役割」として組み込まれており，その内容は，
公的責任の後退と国民の自助努力，介護保険サービス利用
の抑制を前面に出している。

2 − 1 　基本指針の概要
「新・指針」の法的根拠は，社会福祉法第89条第 1 項「厚

生労働大臣は，社会福祉事業が適正に行われることを確保
するため，社会福祉事業に従事する者の確保及び国民の社
会福祉に関する活動への参加の促進を図るための措置に関
する基本的な指針を定めなければならない。」である。
「新・指針」は，「前文」において人材確保の必要性を述べ，

続いて「第 1 　就業動向」において，現在の「福祉・介護
サービス」のにない手の動向・今後の見通し，「第 2 　人材
確保の基本的な考え方」，「第 3 　人材確保の方策」が示さ
れている。「第 4 　経営者・関係団体並びに国及び地方公
共団体の役割と国民の役割」が示されており，1993年の「旧・
指針」では各々の「措置」とされていたが，「新・指針」では「役
割」となっている。また，「国民の役割」が，経営者，関係団体，
国及び地方公共団体と並列して示されている点には注意が
必要である。最後は「第 5 　指針の実施状況の評価・検証」
とし，国が定期的に実施状況を評価・検証し，見直しを行
いつつ，人材確保対策を着実に推進していくことが記され
ている。

2 − 2 　基本指針の大筋
「旧・指針」と「新・指針」の大きな違いとして，「旧・指

針」の対象が「社会福祉従事者」であったものが「新・指針」
においては，「福祉・介護サービス従事者」となっている点
である。「旧・指針」の対象者である社会福祉従事者は社会
福祉法第 2 条第 1 項の「第一種社会福祉事業及び第二種社
会福祉事業」に従事するものであり，その他の介護関連職

種は対象とされてはいなかった。「新・指針」において「福
祉・介護サービス」とした理由について「介護保険制度に
おける居宅介護支援や訪問リハビリテーション，特定入居
者生活介護等社会福祉事業に該当しないが社会福祉事業と
密接に関連するサービスが拡大している。これらのサービ
スは社会福祉事業と不可分に運営される場合もあり，同様
に国民の福祉・介護ニーズに対応していることから，社会
福祉事業とこれらのサービスを合わせ，一体的な人材の確
保に努めることが必要となってきている」と説明している。
2000年に導入された介護保険法により，社会福祉事業以外
の介護関連サービスが加わり，そこで労働に従事する介護
労働者・福祉労働者の数も大幅に増加してきているためで
ある。

それではここで，注目すべき事項を抜粋し，その検討を
試みてみよう。
「前文」では，「福祉・介護サービス分野」の高い離職率，

人手不足を指摘し，「福祉・少子高齢社会を支え働きがい
のある，魅力ある職業として社会に認知され，今後さらに
拡大する福祉・介護ニーズに対応できる質の高い人材を安
定的に確保していくことが，今や国民生活にかかる喫緊の
課題である」と強調している。

現在の「福祉・介護サービス」の従事者の状況の特徴と
して，①介護保険サービスにおいて女性が全体の 8 割を占
める，②非常勤の占める割合が近年増加してきており，訪
問介護サービスでは 8 割を占めている，③入職率約28%，
離職率約20%と，入職・離職率が高い，④賃金水準は全労
働者と比較して低い水準にある，⑤潜在介護福祉士等が多
数存在している（介護福祉士47万人のうち福祉・介護サー
ビスに従事しているのは約27万人等）をあげている。

今後の「福祉・介護サービス」従事者の必要数として「介
護保険制度における要介護認定者及び要支援認定者は，平
成16年の410万人から，平成26年には約600万人に増加する」
とされ，「福祉・介護サービス従事者数は，平成16年の約
100万人から平成26年には140〜160万人が必要である」とさ
れている。
「人材確保の基本的な考え方」では，①若年層から魅力あ

る仕事として評価されるように「労働環境の整備の推進」
を図る，②「キャリアアップの仕組みの構築」を図ること，
③国民の積極的な参加・参画が促進されるよう，「福祉・
介護サービスの周知・理解」を図ること，④「潜在的介護
福祉士等の参入の促進」を図ること，⑤他分野で活躍して
いる人材，高齢者等，「多様な人材の参入・参画の促進」を
図ることなどがあげられている。

2 − 3 　基本指針の具体的内容─人材確保の方策─
労働環境の改善においては，第一に「給与」が位置づけ
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られており，「他の分野における労働者の給与水準，地域
の給与水準等も踏まえ，適切な給与水準を確保すること，
なお，給与体系の検討に当たっては，国家公務員の福祉俸
給表等も参考にすること」とされている。賃金に続き重要
な人材確保の要となる「職員配置」については，国が「職
員配置のあり方に係る基準等について検討を行うこと」と
している。具体的な方策は示されてはいないが，「どのよ
うな資格をもった人材がどれだけ配置されるか」といった
ことは，「Care」の質を大きく左右する。今後最も重点的に
かつ早急な改善が不可欠である。

キャリアアップの仕組みの構築においては，国による「労
働者の主体的な能力開発の取組を支援する教育訓練給付制
度を適切に運営すること」，職能団体等による「専門性を
認証する仕組みの構築」があげられている。本稿第 3 章で
この点は指摘するが，現行の教育訓練・研修制度は，教育
産業に資するものとなっており，そのシステムの改善から
取り組まなければならない。
「多様な人材の参入・参画の促進」においては，「福祉・

介護サービス」以外の他分野からの人材の参入，高齢者等
の参入・参画の促進があげられている。後者については，「高
齢者に対する研修等を通じて，高齢者が福祉・介護サービ
スへの就業しやすい，又は，ボランティアとして参画しや
すい環境を整える」といったことがあげられている。ボラ
ンティアを行ったことにより「ポイント」を付与し保険料
に換金するようなシステムが導入されている。
「経営者，関係団体等並びに国及び地方公共団体の役割と

国民の役割」については，「福祉・介護サービス」の人材の確
保のために「国民の役割」が国や地方公共団体，経営者・関
係団体等と並列して明記されている。「国民の役割」は，「利
用者であるとともに，福祉・介護サービスを支える税や保
険料の負担者という役割を担っている」，「国民は消費者と
して質の高いサービスを選り分けるとともに，こうしたサ
ービスを伸ばしていくことに努めなければならず，このよ
うな認識なしにサービスが利用されれば，真に福祉・介護
サービスが必要な利用者にサービスが行き届かないおそれ
もある。このような意味で，国民は福祉・介護サービスを
うまく利用しながら，自立した日常生活を営むことを目指
していくことが求められ」，「負担水準も考えること」があげ
られている。このほかに「公的な福祉・介護制度に基づく
福祉・介護サービスのみならず，地域社会の支え合い」，「ボ
ランティアの参画を通じて」地域社会等における「支え合い
を充実させていくこと」が重要であるとされている。

3 　「新・指針」の問題点

以上が「新・指針」の内容である。「旧・指針」が告示さ

れた当時，「基本指針には基本理念規定そのものを欠く上
に，福祉労働者からは『今の慢性的な欠員状態や労働強化，
健康破壊が広がっている福祉現場の深刻な状態を無視した
もの』」，そして「国の公的責任の放棄と経営責任への転換，
正規専門職による確保をあいまいにし『多様な勤務形態』
によるボランタリーな労働力確保を目指す方向に沿ったも
の」との批判を受けていた（3）。
「新・指針」はどうか。筆者は「旧・指針」と差異がない

どころか，「国民の役割」を全面的に出してくるなど，その
内容については後退をしていると考える。以下，特に問題
であると思われる 5 点を指摘しておく。

3 − 1 　「成長産業分野」としての「福祉・介護サービス分野」
まず，「福祉・介護サービス分野」を「成長産業分野」と

して位置づけた「新・指針」の限界性である（4）。そもそも
「成長産業分野」として位置づけの経緯は1980年代までさか
のぼって検討する必要がある。小論では紙面の関係で割愛
することとするが，若干の政策動向のみを見ておく。

1980年代は第二次臨時行政調査会が進める社会保障抑制
政策の中で，国民の自立自助，受益者負担の強化，民間活
力の活用等，公的責任の後退と国民負担増が具体的に実施
された。民間活力の活用は，「福祉の市場化」という形で，
在宅サービスを皮切りに営利法人の参入を認めたものの，
そのサービスは高額であり，利用者にとっては「購入」し
がたいサービスであったため，政府や営利法人の思惑通り
に利用されなかった。しかし，福祉の市場化から「医療の
市場化」を推し進めたい政府は，この活路を営利法人が指
定事業者となりそのサービスを公的保険で補助するという
介護保険制度の創設に求めた。

このような背景のなかで，介護保険制度の創設に向けて
の議論が活発化し，そこでは「多様な事業主体が介護現場
に参加しサービスの質の向上やコストの合理化をめぐって
健全な競争を展開する方向を目指すことが適切である。市
場のメカニズムを活用したシステムは，多様な資金調達の
途を開き，サービス基盤を促進することにもつながる」と
市場化・営利化が具体的に方向付けられた（5）。このことは
バブル崩壊後の「産業の空洞化」を「福祉産業」で埋める方
策として福祉分野を「経済成長分野」として位置づけてい
くこととなる（6）。

結果，介護保険法においては，サービス提供事業者とし
て営利法人の参入を認めたわけだが，2005年に石川県のグ
ループホーム（認知症対応型共同生活介護）で，介護職員
が入居者の女性を「死なせてしまった」という事件（7），そ
してコムスン事件を引き起こしている。
「成長産業分野」としての「福祉・介護サービス」という

位置付けが「新・指針」の前提とされている限り，以降 4
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点の問題点も浮上してくるのである。

3 − 2 　「国民の役割」の強調
最も注意しなければならない点は「国民の役割」の強調

である。「新・指針」を作成した主要メンバーである審議会
福祉部会京極高宣部会長代理は以下のような見解を示して
いる。京極は福祉・介護分野を「安定した成長産業として
期待されている」分野であることを前提としている（8）。そ
して「特に印象に残ることは，国民の役割についてである。
通常は，国民は福祉・介護サービスの消極的な利用者の立
場でのみ位置づけられてきたが，今回の指針ではそういっ
た発想を大きく変えるものとなってきている」，「国民は「福
祉・介護サービスを支える税や保険料の負担者としての役
割」をもっており，併せて「賢明な利用者」あるいは「節度
ある利用者」として役割を担うべきというのがそれである。
例えば，低い負担で高い給付のみを求める功利的な傾向や
態度がもし国民の一部に残っているとすれば，それは将来
的に改めなければならない。「国民は必要な福祉・介護サ
ービスの量や質の水準と併せて，これを確保するために必
要となる負担の水準も考えていくことが求められる」ので
ある」といった見解を示している（9）。「新・指針」において，
国民は「消費者」「保険負担者」としての役割が強調されて
いる。

しかし，現実には，保険料拠出や一部負担のために「消
費者」として表に出てくることが不可能な人たちも多く存
在する。全国各地で生じている「介護殺人」「介護心中」は，
現在の介護保険制度の限界性，すなわち，保険料負担者，

「消費者」の限界性を証明している。介護を含めた社会保障・
社会福祉は，経済的条件を理由とする差別なしに，だれで
も，人間の尊厳に値する生活が保障されるべきである（10）。

3 − 3 　労働環境の改善
「給与」については，「旧・指針」をそのまま引き継ぎ，主

体的にその改善に取り組むのは「経営者，関係団体等」で
あるとしている。また国家公務員福祉俸給表を「参考」に
することにとどめており，具体的な解決策が示されていな
い。介護報酬との連動が取り上げられているが，「福祉・
介護サービス従事者」の賃金は，国による別立ての保障が
必要であり，国民の保険料・一部負担と連動されるべきで
はない。また，国家公務員福祉俸給表は「最低基準」とし
て位置づけ，公的責任のもとで介護労働者が「人たるに値
する生活」を送ることができる賃金水準を確保すべきこと
を明記するべきである。

労働時間については週40時間，完全週休 2 日制の確保，
有給休暇の完全取得があげられている。現にこれら労働関
係法規が遵守されていないのはなぜか。このことが解明さ

れなければ法違反は解決されない。
「新・指針」のなかでも指摘されているように，「福祉・

介護サービス従事者」の非正規化が進んでいる。2000年導
入された介護保険法は，営利法人が「福祉・介護サービス」
に参入することを認めるとともに，そのサービスのにない
手の人員配置基準に常勤換算方法を導入した。結果，各事
業所での非正規労働が進められ，介護職員の約 4 割が非正
規労働者，訪問介護に至っては約 8 割が非正規労働者であ
る。少数の正規労働者は長時間労働を，多くの非正規労働
者は低賃金や社会保険・労働保険が無適用・無権利といっ
た劣悪な労働条件のもとでの就労を強いられている。

労働関係法規遵守のためには，「職員配置基準」の見直し
を実態に即して早急に実施すること，何よりも，常勤換算
方法を廃止すること不可欠である。このことが介護労働者
を含めた「福祉・介護サービス従事者」の労働・生活の保
障となる。

3 − 4 　「キャリアアップの仕組みの構築」
「新・指針」では「キャリアパスに対応した生涯を通じた

研修体系を図る」としているが，「賃金」や「昇給」について
触れられてはいない。まずは，研修と賃金とが結びつく仕
組みを確立すべきである。また，研修費用については，国
の「教育訓練給付制度」が検討されているものの，「教育訓
練給付制度」の対象・内容は限定的であり，その対象とな
らない介護福祉士等の「福祉・介護サービス従事者」は自
腹で研修を受講しなければならない。研修費用を捻出でき
ない者は「キャリアアップ」の機会さえ失うこととなる。

2005年度から導入された「介護技術講習」は実施機関の
大きな収益となっていることは周知のことである。特に，
現在，介護福祉士養成施設の定員割れは養成施設存続にか
かわる深刻な問題を呈している。この穴埋めとして「介
護技術講習」の収益で補っているという実態もある。この
ことを踏まえると，介護労働者等の研修や「認証」資格は，
養成・教育産業に大きな利益をもたらすのみとなってくる。

人々の命や暮らし，健康を守るための介護労働者や「福
祉・介護サービス従事者」の教育・訓練制度，養成制度，
研修制度，は，法的・財源によって裏付けられたシステム
のもとで実施されるべきである。

3 − 5 　ボランティアへの参加・参画
ボランティアについては，高齢者をボランティアとして

参画しやすい環境を整備することがあげられている。2007
年 5 月，厚労省は各都道府県介護保険主管部（局）長宛に

「介護支援ボランティアへの地域支援事業交付金活用につ
いて」（老介発第0507001号，老振発第0507001号，平成19年
5 月 7 日，厚生労働省老健局介護保険課長・振興課長）（以
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下，「通知」）を通知した。「通知」では，高齢者が介護支援
ボランティア活動を行った場合に，市町村はその活動を評
価した上でポイントを付与し，ボランティアを行った高齢
者のポイントを換金し「保険料として支払うことができる」
とされている。また，2009年に「ホームヘルパー 3 級」の
廃止が決定しており，その穴埋めをボランティアで実施す
る方向性も出されている（11）。介護保険費用の不足を介護
保険制度にボランティアを含めることを国が率先して認め
ているといえる。

一方では「福祉・介護サービス従事者」の専門性の必要
性・介護福祉士の活用をうたい，他方では公的な保障のも
とで実施されるべき介護保険制度をボランティアに肩代わ
りさせるという政策を打ち出している。労働者である「福
祉・介護サービス従事者」とボランティアを横並びにする
ことは，さらなる「福祉・介護サービス従事者」の社会的
地位の確立や賃金水準の向上，労働・生活保障の条件整備
を妨げることになる。「高齢化に関するマドリッド国際行
動計画2002」は，「非公的ケアは補助的性格をもつものであ
り，専門的ケアにとって替われるものではない」としてい
る（12）。

4 　おわりにかえて

以上，「新・指針」の具体的な内容について検証を試みた。
政府・厚労省が介護や福祉の現場で働く人々の労働・生活
条件が不十分であることを認識し，文書として明確にした
ことは評価できると考える。しかし，今後のとるべき施策
については，具体的なビジョンが明確でないばかりか，「国
の役割」から「公的責任」についての明記がなく，逆に「国
民の役割」について「求められる」といった記述が多く登場
する。また，「新・指針」の文書のなかには，憲法25条につ
いても触れられてはおらず，社会保障制度としての介護保
障制度の位置づけはされていないといった最も重大な欠陥
がある。前提として「成長産業分野」としての「福祉・介
護サービス」である。
「新・指針」は公的責任の後退と「福祉・介護サービス従

事者」や国民，そして経営者の自助努力が前面に押し出さ
れているといってよい。
「福祉・介護サービス」を含めた「Care」の保障とは，「新・

指針」が認識している劣悪な労働・生活条件のもとで就労
を強いられている「福祉・介護サービス従事者」の労働・
生活条件の保障が不可欠であると考える。

2008年 5 月，介護の人材を確保するために「介護従事者
の人材を確保するための介護従事者等の処遇改善に関する
法律」（平成20年 5 月28日法律第44号）が公布・施行された。
条文は「政府は，（略）平成21年 4 月 1 日までに，介護従事

者の賃金水準その他の事情を勘案し，介護従事者の賃金を
はじめとする処遇の改善に資するための施策の在り方に検
討を加え，必要があると認められるときは，その結果に基
づいて必要な措置を講ずるものとする」とたった 1 条だけ
であり，中身や具体的な施策には程遠い。また，現在，厚
労省職業安定局による「介護労働者の確保・定着等に関す
る研究会」が開催されている。

このように，政府・厚労省が介護労働者の確保に向けて
の検討会を開催し，政策提言を行うことになろうが，そこ
には真に介護労働者の労働・生活条件の保障といった理念
を前提に具体的な方策を打ち出すべきである。

現場の介護労働者・「福祉・介護サービス従事者」の参加
のもと，さらなる制度改革への道筋が求められる。
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（1）	 全文については厚生労働省HPを参照いただきたい。
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（4）	 医療・福祉分野を「成長産業分野」として位置づけている

こと，「成長産業分野」と医療・福祉の営利化・市場化との関
係は更なる検討が必要と考える。小論においては踏み込んだ
分析をすることはできなかった。この点については筆者の今
後の課題とする。

（5）	 厚生省高齢者介護対策本部事務局『新たなる高齢者介護シ
ステムの構築を目指してー高齢者介護・自立支援システム研
究会報告書ー』（ぎょうせい，1995年）20−34頁参照。

（6）	「構造改革のための経済社会計画─活力ある経済・安心で
きるくらし─」（平成 8 年12月），「経済構造の変革と創造のた
めの行動計画」（平成 9 年 5 月），「雇用対策基本計画第 9 次─
今後の労働市場・働き方の展望と対策の方向─」（平成11年 8
月）等の政府文書において，「医療・福祉分野」は「成長産業
分野」として明確に位置づけられている。

（7）	 この事件については，「特集グループホーム致死事件と介
護労働」，賃金と社会保障，2007年 4 月下旬号参照。

（8）	 京極高宣「新しい福祉人材確保指針の今日的意義」月間福
祉No.12，2007年11月，12頁。

（9）	 京極・前掲書（注（ 3 ）），17頁。「国民の役割」については，
審議会のなかで「質の高い人材を養成し，質の高いサービ
スを受けるためには，必然ながら国民も相当の負担をしなけ
ればならない，その辺のことについても理解していただかな
ければならないと思っています。」（石橋信二社団法人介護福
祉士会会長，平成19年 5 月30日社会保障審議会福祉部会会議
事録），「国民の役割として，福祉・介護サービスの担い手と

しての役割を追加する」（「都道府県から寄せられたご意見に
ついて」，平成19年 7 月 4 日社会保障審議会福祉部会資料 1 ，
6 頁。），「人材の確保の人数は膨大な数字が出ていますけれ
ども，この限られた人材を有効に活用するという意味でも，
サービスを受ける側のことをここで言うべきではないかもし
れませんが，人的サービス依存社会にしないようなことを考
えていかなければならないのではないかと思います」「自立だ
とか自己決定とか，いろいろなことをたくさん言うようにな
ってきていますけれども，公的なものだから，また他者から
支援を受けるのが当たり前だというふうに，勿論そうはいっ
ていないんでしょうけれども，そういう意識が蔓延してはい
けないと思います。QOLというのは，まさに自分で守るとい
う意識をもう少し高める必要があるのではないかと思ってい
ます。」（村尾俊明社団法人日本社会福祉士会会長，平成19年
7 月 4 日社会保障審議会福祉部会会議事録）といった意見が
出されていた。これらの意見をまとめ「国民の役割」が明記
されたのである。

（10）	井上英夫「社会保障・社会福祉の仕事と人権のにない手を
めぐる課題」事典刊行委員会『社会保障・社会福祉大事典』（旬
報社，2004年）583-586頁参照。

（11）	『日経新聞』2007年 5 月 9 日付参照。
（12）	井上英夫著『高齢化への人類の挑戦─国連・高齢化国際行

動計画2002』（萌文社，2003年）167−171頁参照。また，「家族
と地域社会によって提供されるサービスが効果的な公的保健
医療制度に代わりをすることができないことを認めることが
きわめて重要である」（131-139頁参照）ともされている。


